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研究成果の概要（和文）： 

国際貿易における自国市場の規模効果、労働者の技術獲得過程、特定産業の地域集積に着目し、

空間経済学の基礎理論を再構築した。特に、交通・通信技術の発展が経済活動の空間分布に与

える影響を分析した。また、大都市圏の経済集積による正と負の外部効果を調べ、東京大都市

圏の規模は適正かどうかについて多角的に分析し論じた。期間中に海外からトップクラスの研

究者を招へいし、国際会議を二度開催した。 

 
研究成果の概要（英文）： 

We have reconstructed basic theories of spatial economics focusing on the home market 

effect in international trade, skill formation of labor and regional specialization in 

industries. In particular, we have analyzed the impacts of transportation and 

communication technologies on spatial distribution of economic activities. We have also 

investigated positive and negative externalities of economic agglomeration in large 

metropolitan areas, and discussed on the optimal size of Tokyo metropolitan area from a 

various point of view. During the period, we have organized two international workshops by 

inviting top-class researchers from aboad. 
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１．研究開始当初の背景 

独占的競争と収穫逓増のもとでの一般均衡

を扱う空間経済学は、Krugman (1980 AER)

の新貿易理論に始まり、Krugman (1991 

JPE)の新経済地理学として新たに展開し飛

躍 的 に 発 展 し て き た 。 な か で も 、
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Fujita-Krugman (1995 RSUE) は、新しい都

市がどこに発生しどのような交易が行われ

るかという、都市経済学と新貿易理論を橋渡

し す る 理 論 を 開 発 し た 。 ま た 、

Krugman-Venables (1995 QJE) は、中間財

を介してさまざまな産業が連関し、それが企

業の集積を引き起こすことを見出した。さら

に、Tabuchi (1998 JUE) は、Krugman の新

経済地理学と Alonso の都市の空間構造を結

びつける理論を構築した。そして、実証分析

の先駆けとなった Davis-Weinstein (1999 

EER) は、OECD 諸国間の貿易データを用い

て、Ricardo の比較優位と、空間経済学の自

国 市 場 効 果 を 比 較 し た 。 一 方 、

Ottaviano-Tabuchi-Thisse (2002 IER) や

Baldwin 他  (2003 Economic Geography 

and Public Policy) は、より解析的に扱いや

すい理論モデルの開発を実現した。 

都市経済学の先行研究においては、交通施設

や情報通信における技術進歩が大都市への

経済活動の集中を引き起こすということが

定説となりつつあったが、現実には必ずしも

大都市へ集中するわけではないことは、都市

圏データの諸分析からわかっていた。そこで

本研究では、理論分析と実証分析を詳細に再

検討することによって、このような理論と現

実のギャップを埋めることを目指した。さら

に、都市の存在理由である「都市集積」のミ

クロ経済学的基礎を明らかにするという、都

市経済学の主要課題にも取り組むことにし

た。 

 

２．研究の目的 

世界の都市システムは大きく再編されつつ

ある。経済のグローバル化が進行し、EU 統

合にみられるように経済的な国境が消えゆ

くなかで、いままで経済の基本単位であった

国家や地域は、都市に置き換わりつつある。

従来の都市経済学、地域経済学および国際経

済学では、収穫一定・完全競争の枠組みのな

かで理論と実証分析が行われ、数多くの経済

的含意を導き出し、産業クラスター政策など

多様な政策提言が行われてきた。しかしなが

ら、近年の都市経済学では、都市集積の経済

を前面に打ち出し、それに立脚した研究アプ

ローチが主流になりつつあった。国際貿易の

分野においても、不完全競争と収穫逓増を仮

定した新貿易理論や新経済地理学が台頭し

てきた。これらの研究は、不完全競争市場に

おける一般均衡分析である点が共通してお

り、空間経済学という新しい学問分野として

確立し、研究者数が近年急速に増えていた。 

 本研究では、ミクロ経済学とマクロ経済学

の応用分野である都市経済学、地域経済学お

よび国際経済学を、空間経済学として束ね、

世界の都市システムを解明し、さまざまな経

済諸問題を解決することによって社会貢献

することを主な目的とした。より具体的には、

Krugman に始まる空間経済学の理論の再構

築、Alonso に始まる都市経済理論の実証分析

をもとにした都市環境問題の解決、世界の都

市経済システムの再編に伴うさまざまな社

会階層間の格差の研究、および国際貿易構造

と生産要素の国際間移動の解明が、本研究の

ねらいであった。 

 

３．研究の方法 

A. 空間経済学の基礎理論の再構築（田渕・

藤田・高橋） 

 独占的競争市場の一般均衡モデルを中心

とした空間経済学を、多角的な視点から再検

討することによって、空間経済学の基礎理論

の再構築を図る。従来の研究では、2 国 2 産

業に限った分析が主流であったが、実証分析

に結びつけるために、多国多産業に拡張可能

な一般的な理論の枠組み・定式化を行う。既

に、田渕は Behrens 他との共同研究において

突破口を見出しつつあったが、それをさらに

推し進めて一般的な理論を構築し、実証分析

につなげることをここでの目的とした。 

 また、イノベーションや知識が創造される

メカニズムを理論的に解明する。現在、藤田

は Berliant との共同研究において、異質な人

間が知識を交換しあって新たな知識が創造

されることのミクロ経済学的な基礎理論を

構築しつつある。 

  経済活動が空間的に集積するときに働

く自己強化型プロセスを理論的に解明する

ことと並行して、多種多様な産業間の相互連

関を実証的に分析する。さらに、特定産業の

特定地域への集中による集積の経済効果を

計量的に把握し、多様な財やサービスが社会

の厚生に与える影響を多角的に分析する。 

 

B. 都市空間構造と都市階層システム（井

堀・金本・田渕） 

 第一に、都市空間構造の研究では、都市経

済学の主要課題である、立地と土地利用の経

済理論を中心にして、現実の都市空間構造に

おける均衡分析を行う。具体的には、東京な

どの世界都市が直面している諸問題を明示

的に取り込み、効率性や公平性の観点から分

析し論ずる。大都市における高地価・高物価、

長距離通勤、交通混雑、環境汚染など、さま

ざまな負の外部性に着目すると同時に、都市

集積がもたらす財・サービスの多様性や企業



 

 

間取引費用の節約など、正の外部性にも注意

を払う。通常、大都市における家計にとって

負の外部性が上回り、企業にとって正の外部

性が上回っていると言われる。そこで本研究

では、都市全体の経済システムにおける家計

と企業の行動を同時に扱う一般均衡モデル

の枠組みのなかで、いずれの外部性が支配的

かどうか計量的に分析する。 

 一方で、財の消費が国内もしくは地域内に

限定されるような地域公共財の最適供給に

関する研究を行う。特に、地方財政学におけ

るヘンリー・ジョージ定理やティブーの足に

よる投票理論を踏まえて、東京大都市圏の人

口規模は社会的にみて適正かどうか、自治体

の規模は適正かどうかについて計量的に分

析する。金本他は東京大都市圏に関する分析

を行い、井堀は自治体の適正規模に関する分

析を行い、さまざまな知見を得つつある段階

ある。そこで本研究ではさらに推し進めて、

一都市における社会厚生だけでなく、グロー

バルな都市システムにおける社会厚生の視

点からの社会厚生分析を行うことによって、

東京一極集中に代表される世界都市への経

済活動の集積の功罪について、定量的な評価

を行う。そのために、本年度は東京大都市圏

のデータを整備することに重点を置く。 

 第二に、都市階層システムの研究では、従

来のように国内に限定した都市システムに

とどまることなく、ボーダレスな国際社会に

おける都市階層システムに分析の焦点を当

てる。たとえば、現在東アジアでは自由貿易

協定が進められようとしているが、そのよう

な地域統合が実現すると、どの産業がどの国

のどの都市に集中するか、そしてその結果、

国際間・都市間の所得格差や人口移動はどう

なるかといった問題が重要になってくる。そ

こで、世界銀行、OECD、ILO、アジア経済

研究所などで整備されてきた国際データベ

ースを最大限活用することによって、時系

列・横断面に関するさまざまな記述統計を作

成し、時間的・空間的な規則性を綿密に調べ

る。特に、水平的製品差別化が進んだ OECD

諸国間の貿易に着目しつつ、データベースの

整備を行い、分析を進める。 

 

C. 技術進歩と国際経済（藤田・金本・高橋） 

 交通輸送技術や情報通信技術などの社会

共通資本が蓄積されると、世界の都市経済シ

ステムのあらゆるところに影響が及ぼされ

る。空間経済学では、交通輸送技術が進展は

都市集積を促すというクリアーな結論を得

ており、それによって産業革命以後の大都市

集中が説明できるとされている。しかしなが

ら、近年フランスに見られるように経済活動

が地方に分散する傾向もあるし、IT 産業のよ

うに世界中インターネットでつながれるよ

うになった現在、大都市集中は緩和するであ

ろうとの予測もある。そこで本研究では、交

通・通信技術の発展が、経済活動の空間分布

にどうような影響を与えるかを、より本格的

に理論実証両面から詳細な分析を行う。 

 たとえば、東アジアのハブ空港を誘致する

のに、政府や地方自治体のあいだで激しい競

争が起きている。どこにハブ空港を作るのが

望ましいか、着陸料やゲート使用料をどのよ

うに決めるのかといった問題を、交通経済学

と経済発展論をリンクさせ、国内的国際的な

観点から厚生評価し分析する。高橋と Picard

は、理論的な再検討として、従来外生と考え

られていた交通施設を内生的に決定される

モデルを開発し、いくつかの結果を得つつあ

る。 

 
４．研究成果 

A. 空間経済学の基礎理論の再構築（田渕・

藤田・高橋） 

 空間経済学の基礎理論の再構築のなかで

も、特に国際貿易のフレームワークにおいて、

自国市場効果における価格メカニズムの果

たす役割、労働者の技術獲得過程、特定産業

の地域集積の経済効果と社会厚生に焦点を

当てて分析を行った。 

 

B. 都市内部の空間構造と都市階層システム

（田渕・金本・井堀） 

 東京のような巨大都市が直面している都

市問題に取り組んだ。具体的には、都市集積

がもたらす正の効果と、混雑による負の効果

を含む一般均衡モデルを計量的に分析した。

また、地方財政学におけるヘンリー・ジョー

ジ定理やティブーの足による投票理論を踏

まえて、東京大都市圏の人口規模は社会的に

みて適正かどうか、自治体の規模は適正かど

うかについて多角的に分析した。そのための

データ整備も合わせて行った。 

 

C. 技術進歩と国際経済（藤田・金本・高橋） 

 経済地理学と交通経済学の立場から、交

通・通信技術の発展が経済活動の空間分布に

いかなる影響を与えるかを、理論実証両面に

わたって分析を行った。特に、我が国のどこ

にハブ空港を作るのが望ましいか、着陸料や

ゲート使用料などをどのように設定すべき

かといった問題に着目した。さらに、国際経

済学の観点から、海外直接投資の推進が望ま

しい資源配分をもたらすかどうかについて



 

 

も分析した。 

 海外からトップクラスの研究者を招へい

して国際会議を開催し、研究発表や議論を行

った。さらに、継続して、東京大学経済学部

において、都市経済ワークショップを毎月開

催し、研究成果を発表し議論した。 
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